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特別民間法人及び特別法人の現状と課題 

 

 

行政監視委員会調査室  畠 基晃 

 

１．政府関係法人の種類と概要 

 中央省庁など国の行政機関の外側に、公的な事務を行う、いわゆる「政府関係法人」と

呼ばれる一連の法人群がある。独立行政法人、特殊法人、認可法人、行政代行法人等がこ

れに該当する。本稿のテーマである「特別民間法人」や「特別法人」も、この政府関係法

人に含まれるが、一般的に馴染みが少ない法人類型のように思われるため、最初に、政府

関係法人を構成する各法人類型を概観し、そ

の中での「特別民間法人」や「特別法人」の

位置づけをみておくことにする（図表１参照）。 

（１）特殊法人 

 このうち特殊法人とは、一般的には、その

新設等について総務省の審査を受けることと

なる総務省設置法４条15号に該当する法人、

すなわち、「法律により直接に設立される法人

又は特別の法律により特別の設立行為をもっ

て設立すべきものとされる法人（独立行政法

人を除く。）」を指すとされている。 

 前者の「法律により直接に設立される法人」

については、「公社」（旧三公社や日本郵政公

社等）がこれに該当していたが、現在はこれ

に該当するものはなく、現存する特殊法人は全て後者の「特別の法律により特別の設立行

為をもって設立すべきものとされる法人」に該当するものだけである。ちなみに、平成18

年制定の行政改革推進法1では、「特殊法人」を「特別の法律により特別の設立行為をもっ

て設立された法人であって、総務省設置法（略）第四条第十五号の規定の適用を受けるも

のをいう。」(14条２号)と定義している。 

平成26年４月時点で、特殊法人は33法人あり2、その組織形態、事業内容、国との関係は

多様である。独立行政法人制度が発足する以前は、政府関係法人としては、特殊法人がそ

の中心的地位を占めており、100を超える特殊法人が存在した時期もあったが、その後、臨

時行政調査会第５次答申（以下、「臨調最終答申」という。）（昭和58年）による統廃合や民

営化等、さらに、特殊法人等改革基本法（平成13年）とこれに基づく特殊法人等整理合理

 
1 正式名称は、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」。 
2 例えば、事業団（日本私立学校振興・共済事業団）、公庫（沖縄振興開発金融公庫）、特殊会社（日本電信電

話株式会社など）のほか、日本放送協会、日本中央競馬会、日本年金機構などがある。 
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化計画（同年閣議決定）による独立行政法人化等を経て、その数は大幅に減少していった。 

 

（２）認可法人 

 特殊法人と並んで、以前から存在する政府関係法人の類型として「認可法人」がある。

認可法人は、一般に、「特別の法律に基づいて、数を限定して設立される法人であり、『特

別の設立行為』によって設立されるものでなく、民間等の関係者が発起人となって自主的

に設立されるものであるが、その設立につき又は設立の際の定款等につき主務大臣の認可

にかからしめているもの」3を指すとされている。また、前記の行政改革推進法では、端的

に、「特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人をい

う」（42条）と定義されている。また、認可法人については、「形式的には、特別の法律に

基づき民間の組織が設立を申請して、主務大臣が認可することにより設立されるものであ

るが、実質的には、官主導で設立されたものが少なくない。」とも言われている4。 

なお、認可法人は特殊法人と異なり、新設等についての総務省の審査は行われないが、

国の出資比率が２分の１以上であり、かつ、国の補助が行われている法人については、総

務省が行う政策評価や行政評価・監視等の対象とされている（総務省設置法４条19号ハ）。 

平成25年10月11日時点で、認可法人として、日本銀行、日本赤十字社、預金保険機構な

ど11法人が存在する。認可法人も、特殊法人と同様に、臨調最終答申や特殊法人等整理合

理化計画により、統廃合、民営化等、独立行政法人化などが行われて、その数は大幅に削

減されてきたが、近年になり、新たな認可法人の設立が相次いでいる5。 

 

（３）独立行政法人 

 現在では、独立行政法人が政府関係法人の中心的存在となっている。独立行政法人は、

独立行政法人通則法（平成11年）によって、「国民生活及び社会経済の安定等の公共上の見

地から確実に実施されることが必要な事務及び事業であって、国が自ら主体となって直接

に実施する必要のないもののうち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されない

おそれがあるもの又は一の主体に独占して行わせることが必要であるものを効率的かつ効

果的に行わせることを目的として6、この法律及び個別法の定めるところにより設立される

法人をいう」（２条）と定義されている。 

 独立行政法人は、中央省庁等改革基本法（平成10年）により新たに創設された制度であ

り、独立行政法人の組織等その基本的な仕組みは独立行政法人通則法に定められており、

具体的な設立は各独立行政法人ごとの個別法の定めるところにより行われる。 

 
3 「特殊法人等の情報公開制度の整備充実に関する意見」（平成12年7月27日行政改革推進本部特殊法人情報公

開検討委員会） 
4 宇賀克也『行政法概説Ⅲ第３版』（有斐閣 2012年）275頁。 
5 原子力損害賠償支援機構（平成23年）、株式会社東日本大震災事業者再生支援機構（平成24年）、株式会社民

間資金等活用事業推進機構（平成25年）、株式会社農林漁業成長産業化支援機構（同）など。 
6 平成26年６月の法改正により、27年４月からは、「効率的かつ効果的に行わせることを目的として、」の部分

は、「効果的かつ効率的に行わせるため、中期目標管理法人、国立研究開発法人又は行政執行法人として、」に

変更される。 
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 独立行政法人制度は、各府省の行政活動から政策の実施部門のうち一定の事務・事業を

分離し、これを担当する機関に独立の法人格を与えて、業務の質の向上や活性化、効率性

の向上、自律的な運営、透明性の向上を図ることを目的とする制度として発足し、平成13

年４月に、中央省庁から研究所等の施設等機関などが分離して57法人で発足した（いわゆ

る「先行独法」）。その後、特殊法人等整理合理化計画により、多数の特殊法人・認可法人

が独立行政法人に移行（いわゆる「移行独法」）するなど、年々その数は増加し、平成17

年にはついに113法人に達した。その後、独立行政法人整理合理化計画（平成19年閣議決定）

等により、統廃合、民営化

等が行われた結果、その数

はやや減少し、平成26年４

月時点の独立行政法人数は

98法人となっている。 

 なお、独立行政法人類似

の制度として、国立大学法

人、大学共同利用機関法人、

日本司法支援センター（法

テラス）があり、独立行政

法人と同様に、総務省によ

る審査対象とされている。 

 

（４）特別民間法人 

 特殊法人や認可法人の中

には、臨調最終答申や特殊

法人等整理合理化計画など

に基づいて、「民営化等」の

一形態として「民間法人化」

が行われたものがある。「民

間法人化」の内容は、①事

務・事業の制度的独占の廃

止、②国からの出資の廃止

及び③役員選任の自主化等

である7。このような「民間

法人化された特殊法人・認

可法人」は、臨調最終答申に基づくものが農林中央金庫、高圧ガス保安協会など17法人（民

 
7 臨調最終答申では、特殊法人等の活性化方策の一つとして示された「自立化の原則」に沿って、自立が可能

な法人は、ⅰ）事業の制度的独占の廃止、ⅱ）国等からの出資の廃止、ⅲ）役員選任の自主化、ⅳ）経常的経

費の国等への依存状態の解消、ⅴ）政府関与の最小限化といった措置を講じ、民間法人化すべきとされた。ま

た、「特殊法人等整理合理化計画」では、臨調最終答申における「自立化の原則」にのっとり民間法人化された。 
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間法人化すべきものとされたのは20法人）、特殊法人等整理合理化計画に基づくものが自動

車安全運転センター等19法人（同20法人8）ある。 

 さらに、特殊法人等整理合理化計画において、「民間法人化された特殊法人・認可法人」

について「公益法人に対する指導監督基準の在り方を踏まえ、役員人事、ディスクロージ

ャー等に関する政府としての統一的な指導監督基準を策定する」とされたことを受け、平

成14年４月26日に「特別の法律により設立される民間法人の運営に関する指導監督基準」

（以下、「指導監督基準」という。）が閣議決定され、国が一定の指導監督を行うこととさ

れている。 

そして、この指導監督基準の対象となる法人として、新たに、「特別の法律により設立さ

れる民間法人」（以下、「特別民間法人」という。）の概念が創設された。この「特別民間法

人」の定義は、指導監督基準によれば、「民間の一定の事務・事業について公共上の見地か

らこれを確実に実施する法人を少なくとも一つ確保することを目的として特別の法律によ

り設立数を限定して設立され、国が役員を任命せず、かつ、国又はこれに準ずるものの出

資がない民間法人（地方公共団体が設立主体となる法人を除く。（略））」というものである。 

その後、平成19年には、社団法人である日本パイロット協会を水先法改正により改組し

て日本水先人会連合会が設立され特別民間法人となっている。平成25年12月時点で、特別

民間法人の数は37あり9、その旧形態別の内訳は、特殊法人が９法人、認可法人が27法人、

社団法人が１法人である（図表２）。 

特別民間法人を事務・事業の類型別にみてみると、特別民間法人は、各々の設立根拠法

に基づき、多様な事務・事業を行うこととされており、「行政改革の重要方針」（平成17年

12月24日閣議決定）では、検査･検定関係法人、災害防止関係団体、士業団体、年金・保険・

共済関係法人、事業者団体、投資育成株式会社、その他の７類型に区分されている。平成

25年12月時点の各類型ごとの法人数は、図表２のとおりである。 

なお、特別民間法人については、民間法人化に際し、法令上も国等からの出資に係る規

定の削除や役員選任の自主化（例えば、主務大臣による任命から認可への変更等）を始め

とする国の関与の最小限化が図られた。しかし、特別の法律を設立根拠としている特別民

間法人には、指導監督基準のほかにも、設立根拠法やそれに基づく政省令等により、引き

続き、様々な国の関与等が規定されている。また、独立行政法人や特殊法人ほどではない

が、特別民間法人にも、補助金や委託費などの形での国からの財政支出や所管府省出身の

国家公務員出身者の役員就任などが行われている法人が多く見られる実態がある（図表３）。 

 

（５）特別法人 

「今後の行政改革の方針」（平成16年12月24日閣議決定）では、「行政代行法人等の見直

し」として、「官民の役割分担、規制改革及び国の関与等の透明化・合理化の観点から、平

 
8 うち日本下水道事業団については「地方共同法人（仮称）又は民間法人とする」とされた。 
9 特別民間法人としては、37法人のほかに、日本勤労者住宅協会もあったが、同協会は既に破産しているため、

後述の総務省による「特別の法律により設立される民間法人等の指導監督に関する行政評価・監視」（平成25年

12月）においても調査対象外とする取扱いとなっており、本稿においても対象外とすることとする。 
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成18年度末までに、以下の法人について、所要の見直しを行う。」とされ、この「行政代行

法人等」の類型として「特別の法律により設立される法人」、「国からの指定等に基づき特

定の事務・事業を実施する法人」、「基金等を保有する法人」が提示された。そして、この

うち「特別の法律により設立される法人」については、さらに、「特別の法律により設立さ

れる民間法人」と「その他の特別の法律により設立される法人（独立行政法人、特殊法人、

認可法人及び共済組合を除く。）」に分けられ、前者（特別民間法人）は、平成17年度末ま

でに行うこととされている指導監督基準の見直しの際に、「当該法律の改廃を含め、厳格な

見直しを行う。特に、検査・検定関係法人については、民業圧迫の観点や検査・検定料の

適正性の観点から一層厳しく見直す。」とされ、後者は、「民間企業の類似業務と競合し民

業を圧迫していないかどうか等の観点からその業務について見直す。」こととされた。 

このように「今後の行政改革の方針」によって、「その他の特別の法律により設立される

法人」として、「特別の法律により設立される法人」から、特別民間法人、独立行政法人、

特殊法人、認可法人及び共済組合を除いた法人類型が示されたのである。 

その後、平成18年８月15日には、「特別の法律により設立される法人の運営に関する指導

監督基準」（以下、「特別法人指導監督基準」という。）が閣議決定された。そして、この特

別法人指導監督基準の対象となる法人として、新たに、「特別の法律により設立される法人」

（以下、「特別法人」という。）の概念が提示された。この「特別法人」の定義は、特別法

人指導監督基準によれば、次のようなものである。 

本基準は、商法及び民法以外の法律に基づき設立され、全国を地区とする法人（独立行

政法人、特殊法人、認可法人、共済組合及び特別の法律により設立される民間法人を除く。）

のうち、次のいずれかに該当する法人（以下単に「法人」という。）を対象とする。ただ

し、その上部団体等が特別の法律により設立される民間法人又は本基準の対象法人である

ものを除く。 
①法律により国の事務を行うことが規定されているもの 
②法人が行った事務について行政不服審査法又は設立根拠法に基づく国に対する審査

請求、異議申出の制度があるもの 
③国からの補助金等（補助金、負担金、交付金、補給金及び委託費をいう。以下同じ。）

と密接な関係を有する業務を行うもの（注） 
④国が当該法人の借入れ等に係る債務の保証をすることができることとされているも

の 
（注）国又はこれに準ずるものからの補助金等の２分の１以上を第三者に交付するもの、国又

はこれに準ずるものからの補助金等による収入額が年間収入額の３分の２以上を占めるも

の及び経常的運営に要する経費に係る補助金等の交付を受けているものをいう。 
 平成25年12月時点で、特別法人に該当するとされる法人は、図表２のNo.38以下に列記の

12法人である。 

 これら特別法人の事務・事業の類型については、特別民間法人のような区分は行われて

いないが、総務省の「特別の法律により設立される民間法人等の指導監督に関する行政評

価・監視結果報告書」10（平成25年12月）（以下、「特別民間法人等行政評価・監視」とい

う。）によれば、その性格や事務・事業により、「行政改革の重要方針」における特別民間

 
10 <http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/80595.html> 
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法人の類型化と同様に分類して、災害防止関係団体、年金・保険・共済関係法人、事業者

団体、その他に区分することが可能とされている。そして、特別法人12法人をこの４類型

に分類したのが図表２であり、事業者団体や年金・保険・共済関係法人が多いのがわかる。 

特別法人も、特別民間法人と同様に、特別法人指導監督基準のほか、設立根拠法やそれ

に基づく政省令等により、様々な国の関与等が規定されており、また、特別民間法人ほど

ではないが、補助金などの形で国からの財政支出や所管府省出身の国家公務員出身者が役

員に就任している法人が多く見られる実態がある（図表３）。 

 

（６）指定法人・行政代行法人 

 ところで、民間法人の一形態として「公益法人」（旧公益法人）がある。この旧公益法人

とは、民法（旧）34条に基づき、主務官庁の許可を得て設立された非営利法人のことで、

各種税制上の措置を受けながら様々な活動を行ってきた。また、平成８年９月20日には、

各公益法人の所管官庁等が指導監督等を行うための基準となる「公益法人の設立許可及び

指導監督基準」が閣議決定されている。ちなみに、この公益法人の指導監督基準は、その

後、前記の特別民間法人の指導監督基準や特別法人指導監督基準のモデルとなっている。 

さて、この旧公益法人制度は、明治29年の制度創設以来100年以上を経過し、平成17年時

点でも２万を超える法人が存在するなど我が国の社会に定着してきたが、他方で、その間

の社会の変化や、また、公益法人の中には補助金等国からの財政支出や関係省庁からの天

下りが行われているものもあり、公益法人が絡む不祥事等もしばしば発生してきた。 

このような状況のなかで、公益法人制度の見直しが行われ、平成18年に法改正（民法34

条の削除。公益法人認定法11と一般社団・財団法12の制定）が行われて、新たな公益法人制

度が発足することとなった。その結果、それまでの旧公益法人制度は、新たな（新）公益

法人と一般法人の制度に移行することとなり、旧公益法人は、平成25年11月末を期限とし

て、このいずれかに移行申請を行う（又は廃止）こととなり、移行までの間は、「特例民法

法人」として存続することとなった。なお、新たな（新）公益法人・一般法人制度は、①

法人（一般法人）は登記のみで設立することが可能となり、行政庁から公益認定基準を満

たすと認定されれば公益法人となることとされ、②公益認定は、民間有識者で構成される

内閣府公益認定等委員会（都道府県の場合は合議制の機関）の審査・答申を経て内閣総理

大臣（都道府県知事）が行うこととされている。 

ところで、以上のような旧公益法人、特例民法法人、（新）公益法人、一般法人の中には、

「指定法人」と呼ばれる類型の法人群がある。指定法人とは、「特別の法律に基づき特定の

業務を行うものとして主務大臣等の行政庁により指定された法人」13を指す。そのうちの

典型的なものが、「行政庁が法律の規定に基づく試験、検査、検定、登録その他の行政上の

事務について当該法律に基づきその全部又は一部を行わせる者を指定」（行政手続法４条３

 
11 正式名称は「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」。 
12 正式名称は「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」。 
13 宇賀克也・前掲（注４）282頁。 
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項）する「行政事務代行型」14法人である。 

 また、前記の「今後の行政改革の方針」では、「政府関係法人」として、独立行政法人、

特殊法人等、そして、「行政代行法人等」が挙げられており、この「行政代行法人等」とし

て、「ア 特別の法律により設立される法人」（特別民間法人及び特別法人に相当する）の

ほかに、さらに、「イ 国からの指定等に基づき特定の事務・事業を実施する法人」、「ウ 基

金等を保有する法人」が提示されている。そして、この「イ」の法人は、「法令等に基づき

国の指定、認定、登録等を受けて、法令等で定められた特定の事務・事業を実施している

法人（独立行政法人、特殊法人、認可法人、共済組合、上記アの法人（略）を除く。）」で

あるとされた。 

以上のように、政府関係法人の外縁的類型として、行政代行法人、あるいは、指定法人

といった法人類型が存在する。 

本稿では、以上の政府関係法人の各類型のうち、以下、特別民間法人と特別法人に対象

を絞って、その現状や国との関係等についてみていくことにする。 

 

２．特別民間法人等の現状 

 特別民間法人と特別法人（以下「特別民間法人等」という。）の現状を知るためには、総

務省行政評価局が平成25年12月に取りまとめた「特別民間法人等行政評価・監視」の結果

報告書が非常に参考になる。この特別民間法人等行政評価・監視は、これまで必ずしも明

らかにされてこなかった特別民間法人等の実態や、国との関わりの全体像を明らかにする

（実態解明）とともに、これらの法人が担うべき国の行政の代行的・補完的機能の的確か

つ効率的な発揮の観点から改善を求めた（問題提起）ものであり、このような取りまとめ

はこれまで行われたことがなく、今回が初めての試みであったとされている15。 

同報告書を参考にして、特別民間法人等の現状を概観すると、以下のとおりである。 

（１）所管府省別内訳 

 特別民間法人等49法人の所管府省別内訳は、厚生労働省が最多で14法人（うち他省との

共管が１法人）、次いで、経済産業省が12法人（同）、農林水産省が８法人（同）と続いて

いる（図表２）。 

 

（２）財務・会計の状況 

 特別民間法人等の財務や会計の状況（平成23年度）については、資産から負債を差し引

いた純資産額（又は正味財産額。以下同様。）でみると、特別民間法人では、100億円未満

が24法人と全体の６割強（64.9％）を占めているが、農林中央金庫（図表２のNo.37の法人。

以下、個別具体的な法人は、原則として、このNo.で表記する。）のように１兆円を超える

法人やNo.22のように負債額が資産額を超え純資産額がマイナスとなっている法人もある。

また、特別法人では、10億円未満が７法人と全体の約６割（58.3％）を占めている。 

 
14 宇賀克也・前掲（注４）282頁。 
15 小林弘樹「特別の法律により設立される民間法人等の指導監督に関する行政評価・監視」『会計と監査』（2014

年4月号）（全国会計職員協会）30頁。 
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 また、100億円以上の純資産額を有する法人は16法人あり、その中には、国又はこれに準

ずるもの（以下「国等」という。）から交付された補助金等により造成された基金の運営も

行う２法人（No.26、28）や、検査・検定関係の２法人（No.4、5）が含まれている。 

 一方、年間収入額の状況でみると、100億円未満が49法人中33法人と全体の約７割（67.3％）

を占めているが、１兆円を超えている法人（No.35）もある。なお、これらの年間収入の内

容は法人により異なるが、手数料収入などの事業収入、会費収入、保険料などの掛金収入、

財産運用収入、寄付・補助金等収入等である。また、年間収入額が100億円以上の法人は16

法人あり、その中には、国等から基金造成を含む補助金等の交付も受けている２法人（No.28、

36）や、検査･検定関係の１法人（No.5）が含まれている。 

 

（３）国等から交付されている補助金等の状況 

国等から補助金、負担金、交付金、補給金及び委託費（以下「補助金等」という。）の交

付を受けた法人は、平成23年度には、25法人（うち特別民間法人19、特別法人６）、92件、

交付総額は2,220億円16である。その内訳は、補助金等（委託費を除く）が23法人に59件（う

ち東日本大震災に関するものが13件）、2,149億円であり、委託費が９法人（いずれも特別

民間法人）に33件（同２件）、70億円である（図表３）。 

また、補助金等の交付を受けた法人を類型別にみると、災害防止関係団体、年金・保険・

共済関係法人及び事業者団体が20法人で大半を占めており、これらに対する補助金等は、

①法律に基づく「事務費補助」と②補助金等収入の大半を第三者に分配する「第三者分配

型補助金」が中心となっている。 

 

（４）役職員等の状況 

 特別民間法人等の役員の状況（平成24年12月１日時点）をみると、役員総数は、特別民

間法人が1,518人（うち常勤は119人）、特別法人が305人（同38人）であり、一法人当たり

の平均役員数は、特別民間法人が41.0人（同3.2人）、特別法人が25.4人（同3.2人）である。 

非常勤役員数が比較的多い理由は、役員数100人以上の３法人（No.12、17、36）をはじ

め、50人以上の法人が15法人あり、これらは当該法人の会員となっている団体の代表者等

を理事等とするような社団的性格を有する法人であることによる。 

 

（５）役員における国家公務員出身者の状況 

役員のうち国家公務員出身者17は、49法人中39法人（79.6％）に114人存在しており、こ

れが49法人の役員総数（1,823人）に占める割合は6.3％となっている（平成24年12月１日

 
16 補助金等については、いずれも平成 23 年度に交付された確定額であるが、No.47 の法人については一部

（161,235千円）に決算額が含まれている。また、No.26とNo.36の法人の補助金等のうち、1,714,593千円（No.26）

と25,538,594千円（No.36）については、それぞれ、基金造成のため交付されたものであるが、その後、国庫

に返納されている。図表３に掲載された数字も以上と同様である。 
17 「国家公務員出身者」及び「所管府省出身者」の範囲は、指導監督基準及び特別法人指導監督基準における

「常勤の職員として職務に従事した者とする。ただし、専ら教育、研究、医療に従事した者及び当該官庁にお

ける勤務が一時的（原則として、任期の定めのある場合は１期、任期の定めのない場合は３年程度以下）であ

った者は除く。」との整理による。 
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時点）（図表３）。特別民間法人と特別法人別の内訳をみると、特別民間法人では37法人中

30法人（81.1％）に96人（特別民間法人の役員総数1,518人の6.3％）、特別法人では12法人

中９法人（75.0％）に18人（特別法人の役員総数305人の5.9％）の国家公務員出身者が存

在する。さらに、所管府省出身者の状況をみると、49法人中31法人（63.3％）に66人（役

員総数1,823人の3.6％）となっており、その内訳は、特別民間法人では37法人中25法人

（67.6％）に54人（役員総数1,518人の3.6％）、特別法人では、12法人中６法人（50.0％）

に12人（役員総数305人の3.9％）となっている。 

次に、対象を常勤役員に絞って、そのうちの国家公務員出身者と所管府省出身者の状況
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をみてみると、まず、国家公務員出身者については、49法人中27法人（55.1％）に38人存

在しており18、これが49法人の常勤役員総数（157人）に占める割合は24.2％となっている。

特別民間法人と特別法人別の内訳は、特別民間法人が37法人中20 法人（54.1％）に30人（常

勤役員総数119人の25.2％）、特別法人が12法人中７法人（58.3％）に８人（常勤役員総数

38人の21.1％）である。次に、常勤役員のうちの所管府省出身者の状況をみると、49法人

中25法人（51.0％）に33人存在しており、これが49法人の常勤役員総数に占める割合は

21.0％となっている。特別民間法人と特別法人別の内訳は、特別民間法人が37法人中19法

人（51.4％）に27人（常勤役員総数119人の22.7％）、特別法人が12法人中６法人（50.0％）

に６人（常勤役員総数38人の15.8％）である。 

さらに、常勤役員に国家公務員出身者が存在する法人（27法人）と所管府省出身者が存

在する法人（25法人）において、それぞれ、常勤役員数全体に占める国家公務員出身者と

所管府省出身者の割合をみてみると、前者は40.0％（95人中38人）、後者は37.9％（87人中

33人）であった。ちなみに、顕著な事例として、No.34（警察庁所管）のように常勤役員６

人中５人を国家公務員出身者（うち３人は所管府省出身者）が占めている法人や、No.2（総

務省所管）のように常勤役員３人を全て役員出向者が占めている法人なども見られる。 

 以上は、特別民間法人等行政評価・監視によるデータを筆者が整理・加工した数字であ

るが、さらに、No.37を除く特別民間法人36法人については、その後、総務省等が平成25

年10月時点の数字を公表しており19、これによれば、36法人の役員中の国家公務員出身者

は83人（役員総数1,362人の6.1％）（役員出向者14人を含む）であり、これを常勤役員に絞

ると35人（常勤役員総数98人の35.7％）（同）であった。 

 

（６）事務・事業の状況 

 特別民間法人等49法人の事務・事業のうち、特に、（ａ）制度的独占事業（法令により独

占的に実施することとされている事務・事業）と（ｂ）手数料等の対価を徴収し実施して

いる事務・事業の状況をみると、まず、（ａ）は17法人73件20存在し、その内訳は、①行政

代行的業務（検査･検定等）、②社団的性格の法人の構成員等のための業務、③士業団体の

自治的統制の根拠として一元化が必要な業務、④情報集約や規模の利益等のため一元的実

施が特に必要な業務などである。 

 次に、（ｂ）については、事務・事業実施に当たり手数料等21の対価を徴収するもののう

ち特に、事務・事業実施に当たり国の関与があるものが34法人241件ある。この241件につ

いて手数料等の額決定に係る国の関与状況をみると、①国の関与がより強いもの（政省令

で規定や認可・承認）が71.0％（20法人171件）を占め、そのほとんど（19法人149件）は、

設立根拠法の業務に関する規定22で個別具体的に列挙されている事務・事業である。この

 
18 この中には、役員出向者（No.2が３名、No.21が１名）が含まれている。 
19 「平成25年度独立行政法人等の役員に就いている退職公務員等の状況の公表」（平25.12.20総務省・内閣官房）。 
20 原則として、事務・事業を法令、定款等の条項単位で数えている。以下同じ。 
21 「手数料等」とは、指導監督基準及び特別法人指導監督基準に従い、名称のいかんを問わず、法人が行う役

務に対する対価として徴収する料金をいうものとし、法人の構成員による会費や掛金は該当しないものとする。 
22 法律に業務に関する規定がない士業団体等の会則等における規定を含めている。 
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171件について国の関与の内容別内訳をみると、政令（６法人25件）、省令（３法人27件）、

認可（14法人109件）、承認（５法人10件）であった。他方、②手数料等の額決定に係る国

の関与が弱いもの（届出、報告、提出又は関与がないもの）は25法人70件であった。 

 

（７）主な財務諸表等に関する資料の作成、公開のルール等 

 特別民間法人等のほとんどは、企業会計基準、特殊法人等会計処理基準、公益法人会計

基準のいずれかの会計基準に沿った会計処理を行っている。 

 特別民間法人等49法人について、①事業報告書、②貸借対照表、③損益計算書等23、④

附属明細書、⑤財産目録、⑥決算報告書、⑦監事の意見書の、それぞれ、作成・公開に係

る規定の整備状況をみると、法令上作成が規定されているものは、①が43法人（うち法令

上公開が規定されているものは31法人）、②が38法人（同31法人）、③が33法人（同23法人）、

④が11法人（同11法人）、⑤が35法人（同23法人）、⑥が15法人（同９法人）、⑦が38法人（同

16法人）であった。また、これら主な財務諸表等に関する資料の公開方法に関する規定の

整備状況は、法令で何らかの規定を設けている法人（33法人）のうち、官報公示等が12法

人、事務所への備付けが32法人、閲覧が21法人であり、これら全てが規定されているもの

は10法人あった。さらに、財務等に関する資料がインターネットで何年分公表されている

かをみると、①５年分以上が16法人、②２年～３年分が８法人、③直近年度分のみが25法

人となっており、③が約半数を占めていた。 

 

（８）法令に基づく国の関与等の状況 

特別民間法人については、民間法人化の際に、法令上も国等からの出資規定の削除や役

員選任の自主化（主務大臣の任命から認可への変更等）を始めとする国の関与の最小限化

が図られた。しかし、特別の法律を設立根拠としている特別民間法人等には、設立根拠法

やそれに基づく政省令等により、引き続き、様々な国の関与や法人運営に関するルールが

規定されている。これらの国の関与等の具体的な内容は、設立についての関与（政府設立、

認可、定款認可）、役員任命の認可、予算統制（認可、届出等）、決算統制（承認、提出等）、

みなし公務員、守秘義務、法人税減免、事業費等補助などである。 

これらの国の関与等の種類や強弱については、前記７区分の法人類型ごとに一定の傾向

が見られる。特に、検査・検定関係法人（No.1～6）は、行政代行的・補完的性格が強いこ

とから、６法人全部に、役員任命や予算・事業計画の認可、決算の提出義務、業務方法書

等の認可、みなし公務員等の規定が置かれるなど国の関与が強く見られる。また、災害防

止団体（No.7～12、38）は、７法人全部に、守秘義務、総会での役員選任、国による事業

費等の補助、決算及び事業報告書の提出義務が規定されている。一方、士業団体（No.13

～20）は、基本的な国の指導監督権限である立入検査権が規定されていないもの（No.14

～16）もあるなど、他類型に比べ法令上の国の関与等に関する規定が少なく、法人運営や

事務・事業実施に関する国の関与等は弱い。 

 
23 損益計算書、収支計算書、正味財産増減計算書。 
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なお、特徴的な国の関与等として、①「みなし公務員規定」と②事業費等補助規定が挙

げられるが、①については、16法人（うち特別民間法人12、特別法人４）に法令上「みな

し公務員規定」が置かれている。また、②については、13法人に、法令で国による事業費

等の補助規定が置かれている。この13法人の法人類型別内訳は、災害防止団体が７法人全

部、事業者団体が４法人（No.26～29）、年金・保険・共済関係が１法人（No.25）、その他

が１法人（No.36）である。13法人中、予算等への事前統制があるものは２法人、決算等へ

の事後統制があるものは10法人あり、財務に対する統制は、事前よりも事後の方が強い。 

 

（９）基金の状況 

 以上（１）～（８）は、主に特別民間法人等行政評価・監視のデータに基づくものであ

るが、最後に、筆者独自に収集したデータに基づき、最近、厚生労働省の不正入札疑惑24等

で注目を浴びている、「国から予算措置が行われた基金」について、特別民間法人等におけ

る状況をみてみることにする。図表４のとおりであるが、特別民間法人等においては、９

法人に合計23種類25、残高合計約5,700億円（平成25年４月１日時点）の基金が設けられて

いる。これらの基金には、主として補正予算で予算措置が行われたものが多く見られる。 

 

 
24 No.36に設けられた基金により実施される国の事業（短期集中特別訓練事業）を行う事業者を選ぶ入札で、厚

労省が独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（JEED）を落札者としたことをめぐり疑惑が生じた事件。 
25 廃止されていることが確認できなかったNo.26の農地集積協力金交付事業資金とNo.29の商工会等記帳機械化

等オンライン化推進事業基金も含めている。 
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３．指導監督基準・特別法人指導監督基準の概要 

 特別民間法人等に対する所管府省の指導監督は、各法人の設立根拠法に基づき行われる

ほか、統一的な指導監督の基準として、特別民間法人は指導監督基準により、特別法人は

特別法人指導監督基準に基づき行われている。 

（１）指導監督基準の概要 

 指導監督基準の内容は、特別民間法人の事務・事業、役員人事、財務・会計、情報公開

等運営全般にわたっている。また、指導監督基準では、所管大臣が各設立根拠法等に基づ

き指導監督を行う場合は、別に法令で定める場合を除き、この指導監督基準に沿って行う

こととされている。指導監督基準の具体的な内容（概要）は以下のとおりである（特別民

間法人の定義については省略）。 

指導監督基準の概要 

１．事業 

○経常的運営に要する経費が国等からの補助金等に依存していないこと。 
○制度的独占になる事務・事業は、法人の従たる事務・事業にとどまっていること（その

場合でも、法令又は定款等に基づき行為規制を課す等独占の弊害を克服するための十分

な措置が講じられていること）。 
○本来業務において手数料等を徴収する場合は、額が適正であり、額と算定根拠がインタ

ーネットで公表されていること。当該事務・事業について区分経理又はこれに準じた管

理が行われ、その収支状況がインターネットで公表されていること。 
○法令の規定に基づいて検査等の事務・事業を行う場合は、所管府省において、その検査

等の基準が客観的に明確なものとされていること。 
※その他（法人の事業の外注の適正化、法人の事業に携わる役職員の規律確保等） 

２．機関 

○役員の在任年齢について、独立行政法人、公益法人等における取扱いを踏まえ、適切な

規程が整備されていること。 
○監査役員以外の役員のうち、所管官庁出身者が占める割合は、役員現在数の３分の１以

下となっていること。監査役員に、可能な限り関係省庁以外の者及び外部の者を登用し

ていること。 
○役員報酬等は、当該法人の資産及び収支の状況並びに国家公務員の給与等や民間の役員

報酬等の水準と比べ不当に高額に過ぎることなく、社会一般の情勢に適合したものとな

っていること（かつ、支給基準が一般の閲覧に供され、インターネットで公表されてい

ること）。 
○評議員会、経営委員会等法人外部の者を含めた第三者的性格を有する機関において、法

人の業務実績の評価が行われていること。 
※その他（役員会や総会の適正な運営等） 

３．財務及び会計 

○法人の特性に応じ一般的かつ標準的な会計基準（企業会計原則等）に従い、適切な会計

処理が行われていること。 
○収支決算額がおおむね50億円以上の法人において、公認会計士による監査を受けるよう

努めていること。 
４．株式の保有等 
○法定の資金供給業務や財産の管理運用の場合を除き、公益法人、株式会社等への基金拠

出や出資を原則行っていないこと。 
○公益法人、株式会社等への出資等（議決権比率等が20％以上のもの）を行っている場合

は、毎事業年度の事業報告書に拠出・出資先の概要が記載されていること（法人の委託
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先で、その収入に占める当該法人からの収入の割合が３分の２以上となっているものが

ある場合も同様）。等 
５．情報公開 

○業務及び財務等に関する資料を主たる事務所に５年間備え置き、閲覧に供するととも

に、インターネットにより公表すること。 
○法人の役員に就いている退職公務員の状況を公表するとともに、その子会社及び一定規

模以上の委託先の役員に就いている退職公務員及び当該法人の退職者の状況を把握し、

公表するよう努めていること。 
※その他（法人に対する補助金等の状況の各府省ホームページへの掲載等） 

６．基準の運用に当たって所管府省に求められる措置等 

○所管官庁は毎年度その指導監督の状況及び結果を公表し、総務省はこれを取りまとめて

整理すること。 
○所管官庁は、所管法人の事務・事業について改善すべき点がないか毎年見直しを行い、

その状況を公表すること。また、所管官庁は、社会経済情勢の変化を踏まえ、法人の事

務・事業の必要性、補助金等の政策的必要性、当該法人の設立の基礎となる特別の法律

の必要性等について、おおむね３～５年を目途に定期的に全般的な見直しを行い、その

結果に基づき、特別の法律の改廃を含め所要の措置を講ずるとともに、その状況を公表

すること。これらの見直しについては、いずれも初回の見直しを平成17年度末までの集

中改革期間内に実施すること。等 
□本基準に適合しない法人に対しては、当該法人に対する本基準の適用後原則３年以内に本

基準に適合するよう指導すること。 
なお、農林中央金庫については、農林水産大臣は、指導監督基準ではなく、銀行や協同

組織金融機関の中央機関26等と同様の規制による指導監督を行っている27。 

 

（２）特別法人指導監督基準の概要 

 特別法人指導監督基準では、指導監督基準と同様、所管大臣がその設立根拠法等に基づ

き指導監督を行う場合には、別に法令で定める場合を除き、この特別法人指導監督基準に

沿って行うこととされている。特別法人指導監督基準の内容（特別法人の定義については

省略）は、業務の見直し、機関等、情報公開、定期的見直し等に関する各事項であるが、

その概要は以下のとおりである。なお、特別法人指導監督基準には指導監督基準と共通の

内容も多く見られるが、指導監督基準よりは簡略な内容となっている。 

特別法人指導監督基準の概要 

１．業務の見直し 

○法律の規定に基づき登録、認定、検査等（以下「登録等」という。）の事務・事業を行

う場合は、所管府省において、事務・事業の実施方法等に関する基準が客観的に明確に

されていること。 
○法律に基づき行っている登録等の事務・事業に係る手数料等が所管府省により決定さ

 
26 信金中央金庫、全国信用協同組合連合会、労働金庫連合会など。 
27 農林中央金庫は、「農林水産業者の協同組合の金融円滑化を図ることにより、農林水産業の発展に寄与するこ

とを目的として、他の金融機関との競争の下、金融業を営んでおり、かつ、経常的な運営経費はすべて自己収

入により賄われている」ことから、指導監督基準中の「特定の業種の事業者又は事業者団体に係る共益的事業

を主たる事業とする法人で、制度的に独占となる事務・事業を行っておらず、かつ、経常的運営に要する経費

がすべて自己収入で賄われているものについては、本基準にかかわらず、その特性を踏まえた適切な指導監督

を行うことができる」との規定（７(１)ただし書）に基づき、このような対応が行われているとされている（農

林中央金庫の経営情報開示に関する質問に対する答弁書（内閣参質170第90号、平20.11.21））。 
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れ、当該事務・事業の収支について区分経理又はこれに準じた管理が行われ、収支の状

況と手数料等の積算根拠がホームページ掲載など国民が容易に内容を把握できるような

適切な手段で公表されていること。 
○法律に基づき行っている登録等の事務・事業と、独自で行っている類似の事務・事業が

第三者に明確に区別できること。 
○補助金等を財源として行っている事務・事業について、収入に占める補助金等の割合の

低減化及び補助金等の第三者への分配・交付の効率化・透明化等の観点から、業務内容

の見直し、業務の実施体制や内部管理体制の改善、厳格な業務監査の実施、自己収入の

拡大等の取組に努めていること。 
※その他（法人の事業に携わる役職員の規律確保等） 

２．機関等 

○役員（監査役員を除く）のうち、所管官庁出身者が占める割合は、役員現在数の３分の

１以下となっていること。役員（監査役員を含む）に、当該業種の関係者又は所管官庁

出身者以外の者を登用していること。 
○公益法人、株式会社等への出資等（議決権比率等が20％以上のもの）を行っている場合

は、毎事業年度の事業報告書に拠出・出資先の概要が記載されていること。法人の委託

先で、その収入に占める当該法人からの収入の割合が３分の２以上となっているものが

ある場合も同様とすること。 
※その他（役員会や総会の適正な運営等） 

３．情報公開 

○業務及び財務等に関する資料（退職公務員の最終官職名が付記された役員名簿を含む）

を主たる事務所に５年間備え置き閲覧に供するとともに、ホームページ掲載など国民が

容易に内容を把握できるよう適切な手段により公表すること。 
※その他（法人に対する補助金等の状況の各府省ホームページへの掲載等） 

４．定期的な見直し 

○各府省は、社会経済情勢の変化を踏まえ、法律の規定に基づき法人が行っている国の事

務の必要性、補助金等の政策的必要性等について、法人の特性に応じ、おおむね３～５

年を目途に定期的に全般的な見直しを行い、その結果に基づき所要の措置を講ずるとと

もに、その状況を公表すること。 
５．実施時期 

○各府省は、本基準に基づく法人の初回の見直しを、平成18年度中に実施することとし、

本基準に適合しない法人については、速やかに本基準に適合するよう指導すること。 
○行政改革推進本部事務局は、本基準に従った法人の見直し状況について、当分の間必要

に応じて取りまとめを行うこと。 
 

４．特別民間法人等行政評価・監視に基づく勧告 

 特別民間法人等行政評価・監視では、前記（「２」）のような特別民間法人等の実態解明

に加えて、さらに、「問題提起」28として、特別民間法人等が担うべき国の行政の代行的・

補完的機能の的確かつ効率的な発揮の観点から、特に、①指導監督基準等への対応状況、

②法人運営の適正性（引当金・積立金等の内部留保や手数料の適正性・透明性、財務書類

の作成・公開状況等）について調査を行い、①指導監督基準に沿った法人運営の徹底、②

法人運営の適正化の推進など改善が必要であると考えられる事項について、関係府省に勧

 
28 小林弘樹「特別の法律により設立される民間法人等の指導監督に関する行政評価・監視＜調査結果及び勧告

の概要＞」『評価クオータリー』（平26.4）54頁。 
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告を行っている。以下、調査結果や勧告のうち注目すべき点を取り上げてみたい。 

（１）指導監督の状況と勧告 

ア 特別民間法人 

所管府省による特別民間法人に対する指導監督の状況については、毎年度、各所管府

省が提出して総務省行政管理局が取りまとめ公表している。その数字によれば、指導監

督基準への適合状況（平成23年度）が97.9％とされほぼ達成状況となっていたが、一方、

今回、総務省行政評価局が行った特別民間法人等行政評価・監視による調査では、基準

適合性の判断が難しい定性的事項（22事項）を除く、基準適合性の判断が比較的容易な

定量的基準が示されている事項（例えば、業務・財務関係資料のインターネット公表、

役員に占める所管府省出身者等の割合が３分の１以下等）（101事項）については、基準

適合率が87.7％であった。この数字は、定性的事項が除かれていることを勘案しても、

なお、行政管理局が取りまとめた各府省公表の数字との間に大きな開きがあるといえる。 

特別民間法人等行政評価・監視は、このような両者の数字の差が生じる根本的理由と

して、そもそも指導監督基準が、(a)「指導監督を行う場合には、別に法令で定める場合

を除き、（略）基準に沿って行うことを基本とする」としており、(b)個々の事項の中に

は、例外や運用の幅がある程度想定されているものがあり、所管府省が各法人の特性や

実情等に応じた扱いを行っていることなどに起因するとしていた。 

なお、特別民間法人等行政評価・監視では、指導監督基準のうち基準適合性の判断が

難しい定性的事項とされた22事項についても調査が行われたが、このうち特に典型的な

ものとされた２事項（①経常的運営に要する経費が国等からの補助金等に依存していな

いこと、及び②国等からの補助金等割合の低減化措置に努めていること）についての調

査結果は、次のとおりであった。まず、①については、平成23年度に国等からの補助金

等が支給されている特別民間法人は19あり（図表３）、この19法人の経常的経費の補助金

依存率（経常的経費に充てられる補助金等が経常的経費に占める割合29）は、１％以下が

11法人とおおむね低い傾向にある一方で、40.5％（No.11）をはじめ、22.2％（No.30）、

20.8％（No.10）と高い法人もあった。また、②については、補助金依存率が10％以上の

６法人中、２法人は補助金依存率の推移（平成19～23年度）が横ばい傾向であった。 

以上を踏まえて、勧告では、①指導監督基準の各事項について、法人の特性や実情等

に応じて、(a)法人の運営を基準に適合させるか、(b)基準の例外とするかを判断し、②

(a)の場合には法人に対して速やかに指導すること、③(b)の場合には、今後、指導監督

状況・結果の公表時に、例外とする理由を明確にして公表し、総務省行政管理局はこれ

らを取りまとめて公表することとされた。以上のほか、特に、④厚生労働省はNo.35への

補助金等の名称・金額、交付対象事業の内容、補助金等全体の額と年間収入に対する割

合を早急に同省ホームページに掲載すること等、個別の法人関係の勧告も行われた。 

イ 特別法人 

所管府省による特別法人に対する指導監督の状況については、特別法人指導監督基準

 
29 特別民間法人等行政評価・監視では、経常的経費でなく収入額を回答してきた法人については、経常的経費

の代わりに収入を用いて、補助金依存率を計算している。 
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では、当分の間行政改革推進本部事務局30が必要に応じ取りまとめを行うとされていたが、

一度も行われたことがなかった。そのため、特別法人に対する指導監督状況については、

今回の特別民間法人等行政評価・監視により、初めてその全体状況が明らかになった。 

結果的に、今回、特別法人に対する指導監督状況については、特段の勧告は行われな

かったが、特別民間法人等行政評価・監視では、①基準適合性の判断が比較的容易な事

項（77事項）についての基準適合率が98.7％（平成23年度）と極めて高い数字であった

こと、②基準適合性の判断が難しいと考えられる事項（８事項）のうち、特に、国等か

らの補助金等割合の低減化措置に努めているかどうかについては、平成23年度に国等か

ら補助金等を受けている６法人（図表３）のうち、２法人（No.44、47）では補助金等の

金額の推移（平成19～23年度）に増加傾向が見られたことが明らかとなった。 

 

（２）運営適正化の推進状況と勧告 

 特別民間法人等は、特別の法律に基づき一定の政策目的実現のため設立され、行政機能

の代行・補完的側面や公共的・公益的性格を有し、国民経済・国民生活との関連も深い事

務・事業を担っている。また、法人の事務・事業に要する資金が手数料等として受益者で

ある国民の負担で賄われるものも少なくなく、必ずしも、利潤追求を目的としているわけ

でもない。さらに、ほとんどの法人が法人税の減免措置対象とされ、一部の法人は固定資

産税も減税されるなど税制面で優遇されたり、国の補助金等が投入されている法人もある。 

こうした特別民間法人等の公共的・公益的性格に鑑みれば、各法人の運営が適正に行わ

れるとともに、国民の理解を得る観点からは、手数料等により成り立っている事務・事業

の状況を始め、活動状況、財政状態、経営成績等について、広く国民一般に明らかにして

おくことが重要である。このような観点から、特別民間法人等行政評価・監視は、（１）引

当金、積立金等の内部留保の適正性及び透明性の確保、（２）手数料等の適正化の推進と透

明性の確保、（３）財務内容等に関する書類の作成・公開の推進（附属明細書の作成・公開

規定の整備）の３点について調査し勧告を行っている。 

ア 引当金、積立金等の内部留保の適正性及び透明性の確保 

今回の特別民間法人等行政評価・監視では、特に、国の強い関与を受けている手数料

等を源泉とする引当金・積立金等について、手数料等収入の割合、引当金・積立金等の

性質及び規模の観点から、９法人19種類の引当金・積立金等の内部留保を抽出し調査を

行ったところ、①計上目的等31が会計規程等に規定されていないか又は規定されていて

も非公表であるものが計７法人13種類32あり、また、②資本の部に計上されている16種

類の引当金・積立金等のうち９種類は利益処分の内容が非公開であったため、所管府省

に対し、これらの改善指導を求める勧告が行われた。 

更に加えて、特に次の法人については、所管府省が以下の具体的措置を行うよう指導

することを求める勧告も行われた。（１）積立ての必要性等を検証して廃止・規模縮小を

 
30 行政改革推進本部と同事務局は平成23年６月に廃止されたが、その後、25年１月に再び設置されている。 
31 計上目的、積立額の適正規模や積立目標額、具体的な積立額や積立ての考え方である。 
32 小林弘樹・前掲（注15）32頁。 
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含む見直しを行うこと（総務省（No.2）、経済産業省（No.4）、警察庁（No.34））。（２）

積立額が100億円超（平成23年度末）であるため、積立目標額等を明らかし、必要に応じ

積立額の規模見直しを行うこと（国土交通省（No.5））。（３）利益の留保が過大とならな

いよう、必要に応じ手数料額引下げを含む見直し等の措置を講ずること（経済産業省

（No.3））。 

イ 手数料等の適正化の推進と透明性の確保 

  特別民間法人等の中には、法令の規定等に基づき、検査等や資格に係る登録、試験な

ど行政機能を代行・補完する事務・事業を実施し、その対価として手数料等を徴収して

いるものがある。これらの事務・事業が公共的・公益的性格を有していることに鑑みれ

ば、その対価として徴収する手数料等は、金額の適正性確保が求められ、また、利用者

等が適正性を検証できる情報をインターネットで公表するなど、透明性確保が重要とな

る。さらに、これらの手数料等を源泉とする法人の純資産（正味財産額）や引当金・積

立金等の内部留保についても、適正規模となるよう見直しが行われ、その結果が、手数

料等の額に反映されることが重要である。 

今回の特別民間法人等行政評価・監視では、前記の手数料等の決定に国の関与がより

強く働いている20法人（171件）を対象に実態調査を行った結果、以下の内容が明らかに

なった。まず、（イ）手数料等の算定根拠に関するインターネットでの公表状況（平成25

年５月時点）については、ほとんどの法人が、非公表（13法人61件）か公表内容が不十

分（５法人87件）であった。また、手数料等を徴収している事務・事業ごとの収支の対

応関係についても、多くの法人（14法人155件）が非公表であった。また、（ロ）手数料

等の額の適正性確保の観点から、算定根拠の見直し状況をみたところ、ほとんどの法人

（19法人136件）が、過去６年以上（平成23年度が起点）見直しを行ったことがなかった33。

さらに、（ハ）内部留保（純資産、引当金・積立金等）の源泉となっている手数料等の見

直し状況については、①純資産100億円以上34の３法人のうち１法人（No.5）が手数料等

の引下げを行っておらず、②見直しが必要と考えられる内部留保がある５法人（７種類

108件）のほとんどが、過去10年以内（平成23年度が起点）に見直しを行っていない（70

件）か見直しを行ったが据置きとしていた（20件）ことが判明した。これらの結果を踏

まえて、総務大臣から、所管府省が各法人に改善指導を行うことを求める勧告が行われ

た。 

なお、今回の特別民間法人等行政評価・監視では、資料廃棄等により手数料等の額の

積算が不明のもの（No.1、3、6、15、16）があることも判明した。また、特別民間法人

の手数料については、既に、平成17年の「行政改革の重要方針」においても、７法人に

ついて今後５年間で１割程度引き下げること等とされていたが、今回の特別民間法人等

行政評価・監視では、その実施状況についても調査が行われ、その結果、２法人（No.5、

6）については、平成23年度時点においても手数料等の引下げが行われていないことも判

 
33 うち４法人６件は、その後、特別民間法人等行政評価・監視の報告書がまとまる平成25年11月までに算定根

拠の見直しを実施している。 
34 固定資産や事務・事業実施に不可欠な基金を除く。また、主な収入が構成員からの会費である法人も除く。 
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明した。 

ウ 財務内容等に関する書類の作成・公開の推進（附属明細書の作成・公開規定の整備） 

特殊法人のディスクロージャー推進、独立行政法人制度の設計、公益法人改革などに

おいて、財務内容等に関する書類の作成・公開が進められてきた。同様に、特別民間法

人等についても、その事業活動や財政・経営の状況を広く一般に明らかにするための方

法として、財務内容等に関する書類の公開が一般的である。既に、指導監督基準や特別

法人指導監督基準においても、情報公開に関する事項が示されており、事業報告書、貸

借対照表、損益計算書などの財務内容等に関する書類を活用することとされている。 

特別民間法人等行政評価・監視では、特別民間法人等45法人35を対象に、財務内容等に

関する書類の作成・公開の状況を調査したところ、附属明細書の未作成が45法人中15法

人、非公開が同20法人であり、他の書類に比べ著しく低調となっていることが判明した。

さらに、設立根拠法に財務諸表とともに附属明細書の備置き・閲覧が規定され、省令に

附属明細書の記載事項が規定されているにもかかわらず、これまで附属明細書の作成・

備置き・閲覧をしてこなかった法人（No.18）すら存在していることも判明した。 

  貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の内容を明瞭に補足説明し、かつ、

これらと一体性を有する書類として、各会計基準においても共通的にその作成が予定さ

れたものである附属明細書を作成・公開することは、行政の機能を代行・補完する側面

や、公共的・公益的な性格を有し、国民経済や国民生活と深い関連を有している特別民

間法人等の活動に対する国民の的確な理解を確保する観点からも極めて有益である。そ

こで、以上の調査結果を踏まえ、総務大臣は、所管府省に対して、各法人に改善を指導

することを求める勧告を行った。 

 

５．まとめ  

特別民間法人は、行政改革の一環として、特殊法人や認可法人から移行したものがほと

んどであり、その際、「民営化等」のうち、「民営化」ではなく「等」に分類される「民間

法人化」として移行したものである。この「民間法人化」の内容は、国の出資廃止と役員

選任の自主化である。 

しかしながら、そもそも、特別民間法人は、特別の法律に基づき一定の政策目的を実現

するため設立され、国の行政機能の代行・補完的側面や公共的・公益的性格を有し、国民

経済・国民生活との関連も深い事務・事業を担っている。そのため、これら法人の設立根

拠法やそれに基づく政省令等により、様々な国の関与等が行われており、この点では、特

別法人も同様である。また、反面、それゆえに、特別民間法人等のほとんどが法人税の減

免等税制面の優遇措置を受けており、さらに、多くの法人が国から補助金等を受け、その

総額は年間2,000億円以上に上っている。また、国から予算措置が行われて造成された基金

も20種類以上存在し、その残高は5,000億円を超えている。 

また、特別民間法人等のうち半数を超える法人に国家公務員出身者、特に、所管府省出

 
35 49法人から、銀行同様金融機関として規制を受けるNo.37と株式会社として会社法の規制を受けるNo.31～33

を除いた数である。 
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身者が常勤役員として存在し、これらの法人に絞れば、それぞれ、常勤役員の約４割を国

家公務員出身者や所管府省出身者が占めている現状にある。 

 このように民間法人化された法人も含めて、特別民間法人等は、依然として、国、特に

所管府省との間に強い関係があるものが多い。行政改革の観点からは、これら特別民間法

人等に対しては、不断のチェックを行っていくことが必要である。 

 特別民間法人等に対しては、指導監督基準等に基づいて各所管府省がチェックし、さら

に、特別民間法人は総務省行政管理局が、特別法人は行政改革推進本部事務局が、それぞ

れ、これらを総括する仕組みとなっている。しかし、既にみてきたように、この仕組みが

必ずしも十分に機能しているとは言い難い現状にある。特別民間法人についての所管府省

のチェックの不十分さや、行政管理局が各府省の報告をそのまま通すだけになっていたり、

また、特別法人に至っては、未だ行政改革推進本部事務局による取りまとめすら行われた

ことがないという状況であった。 

 総務省行政評価局による今回の特別民間法人等行政評価・監視は、その意味では、こう

した現状に初めてメスが入ったという点で、大いに評価できるものである。また、今後、

報告から半年後と１年半後に行われることになっている勧告のフォローアップも、厳正に

行われることを期待したい。 

 さらに、一歩進んで、今回明らかになった特別民間法人等に対するチェックの仕組みの

現状からすれば、公益法人の基準に準拠した現行の指導監督基準等による仕組みで果たし

て十分かどうか。場合によっては、更なる厳格な仕組みの導入も検討すべきではないか。 

現行の指導監督基準の改正による厳格化にせよ、あるいは、新たなチェックの仕組みの

導入にせよ、いずれにしても、今後、特別民間法人等に対しては、より実効性のあるチェ

ックを定期的に行っていくことが必要である。 

 「民間法人化」したことで事足れりとするのでなく、特別法人も含めて特別民間法人等

の中に、更に「民営化」できる法人はないか、組織や業務の不断の見直しが必要である。 

 特に、以上を実現するうえで、前提となるのは、やはり、各法人や所管府省等による情

報公開である。今回の特別民間法人等行政評価・監視では、それすらも、十分に行われて

いない現状が明らかになった。特別民間法人等に関する情報の公開についての、何らかの

法的措置を検討する時期にきているのかもしれない。 

 

（はたけ もとあき） 


